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不同沈下対策として使用さ れている
砕石柱体の液状化対策工法としての利用例

エコジオ工法協会 会長　 尾鍋哲也（ 株式会社 尾鍋組 代表取締役）

　 　 　 　  　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 技術顧問　 神村真（ 合同会社fo r 役員）

住宅分野では、2000 年代中頃から 砕石を 地中

に柱状に打設するこ と で軟弱地盤を 改良する 技

術が複数開発さ れて いる。こ の砕石柱体は透水

性が高く 、液状化対策工法の一種である 間隙水

圧消散工法（ 以下、本工法と 称す）で のド レ ーン

材と し て 活用で き る と 考え ら れて いる
１ ）

。し か

し 、砕石柱体をド レ ーン材と し て有効に機能さ せ

る ためには、不同沈下対策工の検討時よ り も よ

り 多く の情報を 収集する 必要があり 、地盤調査

費用が高額になる 傾向にある。こ のため、本工法

の住宅分野への適用事例は少ないのが実状であ

る。

現在、液状化の危険度が高い地域での液状化

リ スク の調査内容、液状化対策の実施やその内

容の決定については法律による 明確な規定はな

く 、設計者（ 建築士）による 液状化被害の実態、修

復費用や補助金の存在そし て対策工法の種類や

工事費用の説明に基づき 、発注者（ 消費者）自身

が対策工事の実施の有無や工法を 選定し て い

る。こ のため、建築士には液状化対策工法に関す

る 幅広い見識が求めら れる が、本工法のよ う に

適用事例の少ない工法に関する 設計・ 施工に関

する 詳細を 記述し た文献は少ない。こ のため、こ

こ で は本工法のメ カ ニ ズム、詳細な 設計方法と

必要な 地盤調査項目を 示すと と も に、消費者へ

の提案段階で行う 簡易設計例と 取扱い上の注意

点を示すこ と と する。

⑴ 液状化現象のメ カ ニズム

ある容器にボールを詰め込む際、より 多く のボ

ールを 納めるために容器を 揺すっ た経験がある

人は多いと 思う が、地震動を受けた緩い砂も 同じ

で、緩い砂地盤は、地下水がなければ地震動によ

っ て体積圧縮する。と こ ろ が、地下水位以深の緩

い砂地盤では、こ のよう にはいかない。

地震動の速度は、東北地方太平洋沖地震での

千葉県中央区中央港では最大１ ×10
１ー
ｍ/sec（ 周

期0 .8秒付近）程度であっ た
２ ）

。砂地盤中の地下水

流速は、式⑴から ５ ×10
５ー
ｍ/sec程度と 考えら

れ（ 砂地盤の透水係数１ ×10
４ー
ｍ/sec、地震時の

動水勾配0.5 と 仮定）、地震動の速度が地震時の

地下水流速よ り も 2000 倍速い。こ のこ と は、地

震時に砂粒子に囲ま れた地下水（ 間隙水）が、砂

粒子によっ て圧縮さ れるこ と で水圧上昇する こ

と を 意味する。と こ ろ で、土粒子間に伝わる 圧力

は、式⑵のよう に自重や外力によっ て生じ る圧力

（ 全応力）から 間隙水圧を 差し 引いた値（ 有効応

力）で表さ れる。また、砂地盤のせん断強さ は、式

⑶のよう に有効応力に砂地盤の強度に関する 係

数を かけるこ と で与えら れる。こ れら の式を 見比

べると 間隙水圧が上昇すると 有効応力が低下し 、

有効応力が低下すると 砂地盤の強さ が低下する

こ と が理解でき る。つまり 、液状化と は、地震動に

よ っ て砂地盤中の間隙水圧が上昇するこ と で有

効応力が低下し 、砂地盤がせん断強さ を失う 現象

と 言える。

はじ めに １ . 液状化現象のメ カ ニズムと 対策工法
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⑵ さ まざまな液状化対策工法

⑴から 、有効応力がゼロになら ないよう にすれ

ば液状化現象は発生し な いこ と が分かる。その

方法と し て以下の①～⑤の液状化対策工法があ

る。一方、液状化現象は発生するも のの建築物に

被害が生じ な いよ う に する 工法（ ⑥）も 存在す

る。①は締固めの影響が隣地にまで及ぶ、③は広

域な敷地内での対策を 行う こ と に適し ているこ

と 等を 考慮すれば、戸建て 住宅ある いは小規模

な造成宅地で採用可能な工法は四種類し かない

こ と が分かる。

① 密度増大工法

② 固結および置換工法

③ 地下水位低下工法

④ 間隙水圧消散工法

⑤ せん断変形抑制工法

⑥ 液状化の発生を許容する工法

⑴ 設計の流れ

図１ に本工法の設計の流れを 示す
３ ）

。本工法の

設計は、ド レ ーン 材に囲まれた地盤で、過剰間隙

水圧比が許容値以下になるためにド レ ーン 材の

間隔をどう すれば良いかを 決める行為である。こ

のため、地盤の透水係数、体積圧縮係数およ びド

レ ーン 材の透水係数を 土質試験や既存資料に基

づいて設定する必要がある。

⑵ 地盤定数の設定方法

　 ①地盤の透水係数

地盤の透水係数はド レ ーン を 設置する 地層を

対象に原位置透水試験を 行う こ と で計測でき

る が、Creagerによ る 20 ％粒径と 透水係数の

関係から も 推定するこ と ができ る
３ ），４ ）

。

　 ②地盤の体積圧縮係数

粘性土の過圧密領域での体積圧縮係数ｍvは、

一軸圧縮強さ による推定式が提案さ れているが、

砂質土については計測方法も 確立さ れていない。

こ のため、表１ を参考に土質から 推定する
３ ）

。

図１ 　 本工法の設計の流れ
３ ）

2 . 間隙水圧消散工法の設計

地下水流速＝透水係数×動水勾配 ……………………………………………… （ 1）

有効応力＝自重や外力による圧力（ 全応力）―間隙水圧 ………………………… （ 2）

砂地盤のせん断強さ ＝有効応力×（ 砂地盤の強度に関係する係数） …………… （ 3）
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　 ③ ド レ ーン材の透水係数

ド レーン材の透水係数は動水勾配によっ て変化

する。図２ に動水勾配と 透水係数の関係を示す。

動水勾配は過剰間隙水圧比と 密接な関係がある

ので、設定する許容過剰間隙水圧比から 算定で

きる動水勾配での透水係数を選定し ておけば安

全側の設計が可能と と なる
４ ）

。許容過剰間隙水

圧比は0.3～0 .5と するこ と が一般的なので、限

界動水勾配を 0.8 程度と 仮定し た場合、図２ に

よればド レーン 材の透水係数は６ ～20 c m/sec

程度と なる。ド レ ーン材の透水係数を過大評価

するとド レーン材の間隔が大きく なるので、間隙

水圧消散効果が十分に得られない可能性がある

ので上記範囲内で適切に設定する必要がある。

⑶ ド レ ーン 材の目詰まり 対策

ド レーン材（ 砕石柱体）の粒子径に対し て周辺地

盤の粒子径が小さ ければ、周辺地盤の土砂がド レ

ーン 材内部に侵入し 、ド レーン材の透水係数に悪

影響を及ぼすこと が危惧さ れる。これを防止するた

めに、室内試験によっ てド レ ーン 材の粒子径を 決

定する方法が提案さ れている
５ ）

。し かし 、特殊な試

験設備を要すること から、目詰まり を防止するため

のフ ィ ルタ ー材の選定基準である以下の提案式を

利用するこ と がより 現実的だと 考えら れる。こ こ

で、DG15はド レ ーン 材の15％粒径、D S85はド レ ーン

材周辺地盤の85% 粒径である。こ れら の式に土質

試験で得ら れたD S85を代入し DG15を算定し 、使用す

る砕石の粒子径を決定する。

D G15 / D S85 < 4
６ ）

D G15 / D S85 < 5
７ ）

D G15 / D S85 < 9
８ ）

表１ 　 m vの測定例
３ ）

図２ 　 動水勾配と ド レ ーン 材（ 砕石柱体） 透水係数の関係
４ ）

土質 相対密度 mv（ m
2
/kN）×98kPa

シルト 質砂 ― 0.005 ～ 0 .02

緩い砂 20 ～ 40 0 .005 ～ 0 .01

中位砂 40 ～ 60 0 .002 ～ 0.005

密な砂 60 ～ 80 0 .001 ～ 0.002

礫 ― 0 .0005 ～ 0 .001
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住宅設計のための地盤調査では、SW S試験の

みが利用さ れる こ と が多いが、SW S試験結果の

みでは本工法の詳細設計はでき ない。一方、近年

は土地売却時に不同沈下対策のために打設し た

鋼管や柱状改良体の撤去を 求めら れるケースが

増えつつある。従っ て、液状化対策と し て鋼管や

柱状改良体を 施工し た場合、将来の土地転売時

に撤去費用相当額が売却価格から 差し 引かれる

可能性がある。こ れに対し て 著者ら が開発し た

工法（ 以下、エ コ ジ オ工法）で は砕石柱体が基礎

工事を 阻害し ないこ と を 確認し ている
9）,10）

。さ ら

に、自然砕石を 使用するこ と を 前提と すれば、砕

石柱体の撤去を 求めら れる 可能性が低いと 考え

ら れる。つまり 、本工法には液状化対策と し ての

性能だけではなく 、「 将来の負担が小さ い」と いう

技術的な 価値以外の付加価値を 期待でき る。そ

のため、本工法を 液状化対策の選択肢と し てあ

ら かじ め検討し ておく こ と は、消費者にと っ ても

有益である。

ただし 、SW S試験と 近隣ボーリ ン グデータ の

みを 用いた簡易設計結果には多く の仮定が含ま

れる。こ のため、条件によっ ては期待し た効果が

得ら れない場合も あり 、事前に簡易設計の適用

範囲やリ スク を 適切に説明する 必要がある。そ

こ で、以下で は、簡易設計結果を 示すと と も に、

液状化対策工法と し ての性能に影響を 及ぼす項

目を整理し て示す。

⑴ 設計条件の仮定

表２ に設計条件と 地盤およ びド レ ーン 材の設

計定数を 示す。こ こ で、想定する 地震は建築基準

法で想定し ている 中規模地震（ 震度５ 強、地表面

加速度200gal）で ある。また、許容過剰間隙水圧

比は文献３ ）,４ ）から 0.5 と する。なお、液状化対

象層は、近隣ボーリ ン グデータ を 参考にSW S試

験結果から 推定する。

⑵ 設定仕様によ る 対策工効果の確認

図３ に設定し た 対策仕様を 示す。著者ら が開

発し たエコ ジオ工法の施工可能深度は施工地盤

面から 下方に５ ｍま でな ので、液状化対象層が

それ以深にも 分布する 場合、無対策の液状化対

象層が残さ れるこ と になる。こ のよう なケースで

は、液状化対策効果を 確認する ため図４ に示す

非液状化層の層厚Ｈ ₁と 液状化対象層の層厚Ｈ ₂

から 液状化の危険度を 評価する図を 用いて対策

効果を 評価する
12）

。こ こ では、液状化の影響検討

を 地表面GLから GL ５ー ｍまで、Ｈ ₁は地表面から

ド レ ーン材先端深度までと し て、本工法による対

策効果を 評価するこ と と し た。

3 . 住宅基礎地盤への適用のための
簡易設計

※ 1 建築基準法上での中規模地震を想定

※ 2 平成 28 年から 令和 7 年までの震度 5 強地震での平均値
11 ）

表２ 　 設計条件

設計定数等 設定数値

震度 5強
※1

マグニチュ ード 6
※2

許容過剰間隙水圧比 0.5

地盤の透水係数ks（ cm/sec） 5 .1×10
3ー

地盤の体積圧縮係数（ m
2
/kN） 0.005（ 表１ 参照）

ド レ ーン材の透水係数k g（ cm/sec） 10（ 図２ 参照）
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⑶ 簡易設計の留意点

・ 適用可能地形： 敷地内で液状化対象層の層厚

が変化する 地形や近傍に盛土や護岸等高低差が

ある 敷地では、液状化によ っ て 側方流動が発生

する 可能性がある。こ のよ う な 敷地では本工法

の対策効果の評価はでき ない。

・ 余長の確保： 図３（ ｉ ）では、基礎より も 外側に

ド レ ーン材を 打設し ていない。設計で検討し てい

る の は ド レ ー ン 材 に 囲 ま れ た 範 囲 で の 対

策効果である ので、こ の仕様では基礎外周部付

近の対策効果が担保さ れていない。住宅用の敷

地は面積の制約が大きく 、こ のよう な配置と せざ

る を 得ない場合が多いが、敷地に余裕がある 場

合は余長を 確保するこ と を原則と する。

・ ド レーン材の粒径 ： 簡易設計では、ド レーン材

周辺地盤の粒度分布を 考慮せずにド レ ーン 材の

粒径を決定する。こ のため、ド レーン材の目詰まり

に対する対策が不十分である可能性が残さ れる。

図 4 　 対策効果の確認例

砕石柱体
透水係数10 ㎝/s

GL

水位

対策前 対策後

透水係数
0 .0 0 51㎝/s

H ₁
1.5 m

H ₁
3 .0 m

H ₂
3 .5 m H ₂

2 .0 m

（ i） 配置図 （ ii） 砕石補強体打設深度

図３ 　 対策仕様例

液
状

化
層

の
暑

さ
H

₂（
m

）

非液状化層の暑さ H₁（ m）

対策前

対策後

中影響大

影響小
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・ 追加地盤調査： 簡易設計は、対策に要する 費

用を把握するこ と が目的であり 、対策効果を より

確実なも のと する ためには、追加の地盤調査が

必要である。こ のこ と を 、発注者に伝える こ と を

忘れてはいけない。

住宅分野で不同沈下対策と し て活用さ れてい

る 砕石柱体によ る 液状化対策工法（ 間隙水圧消

散工法）について、その設計方法およ び利用例を

示し た。簡易設計法で決定し た対策仕様は、その

効果が不明瞭ではある も のの、工法選定の予備

検討と し ては十分な情報量を 確保でき ていると

考えら れる。本工法の適用は土地の転売時にメ

リ ッ ト を 得ら れる可能性があるため、その他の工

法と と も に消費者に提示し 消費者の損益検討の

一材料と さ れるこ と を 勧めたい。

おわり に

【 参考文献】

１ ） 酒井俊典，尾鍋哲也，神村真，川又良一： 液状化地

盤を 対象と し た小型砕石地盤改良機によ る 支持

力及び透水性改良効果の検討，地盤工学会誌，第

62巻，第6号，pp18-21 ,2014 .

２ ） 気象庁： 協伸観測データ ，強震波形（ 平成23 年

（ 2011 年）東 北 地 方 太 平 洋 沖 地 震）, https://

w w w .d a ta . jm a . g o . j p /eqe v/d a ta /kyo sh i n /

j ish in/1 1 0 3 1 1 _ tohokuch iho-ta ihe iyouok i/

index.html

３ ） 地 盤 工 学 会 編： 地 盤 工 学・ 実 務 シ リ ー ズ 18

液状化対策工法, pp.363-389 , 2006 .

４ ） 建設省土木研究所耐震技術研究セン タ ー動土質

研究室他： 液状化対策工法設計・ 施工マニュ アル

（ 案）, pp.136-154 , 1999 .

５ ） 伊藤克彦, 大北康治, 松沢宏： 砕石ド レ ーン 工法

にける 目詰ま り 防止に関する 研究, 土木学会論

文集, No.439 , Ⅲ-17 , pp.53-62 , 1991 .12 .

６ ） Terzaghi, K .: E f fect of M inor Geolog ic Detail 

on the Safety of D ra ins, Bulletin, American 

Insti tu te  of M in ing  E ng . ,  Tech.  Pub .  2 1 5 , 

1926 .

７ ） 日本ダム会議： 改訂ダム設計基準．

８ ） 大野義男, 伊藤克彦, 南川洋士雄, 大北康治： 砕

石ド レ ーン の短期目詰まり 限界について, 第19

回土質工学研究発表会, pp.191-192 , 1984 .

９ ） 尾鍋哲也，大石新之介，神村真，酒井俊典： エコ ジ

オ工法によ る 砕石補強体が地盤改良工事に及ぼ

す影響～施工について～，第54 回地盤工学研究

発表会，2019 .

10） 大石新之介，尾鍋哲也，神村真，酒井俊典： エコ ジ

オ工法によ る 砕石補強体が地盤改良工事に及ぼ

す影響～品質について～，第54 回地盤工学研究

発表会，2019 .

11） 気象庁： 日本付近で発生し た主な地震被害（ 平成

28 年以降）, 地震・ 津波・ 火山の過去の被害（ 最近

の被害地震一覧）, 日本付近で発生し た主な被害

地 震（ 平 成 8 年 以 降）, https://www.jma.go.jp/

jma/menu/menureport.html

12） 日本建築学会： 小規模建築物基礎設計指針，

pp.93-98 , 2025 .

住宅建築編2026   53

建
材
ガ
イ
ド

特
集
Ⅰ

ト
ピ
ッ
ク
ス

設
計
・
見
積
実
例

特
集
Ⅲ

特
集
Ⅱ

https://www.jma.go.jp/

